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「公租公課滞納」倒産

「社保」「税金」滞納で倒産、急増
23年は111件、過去最多に
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[注] 負債1000万円以上の法的整理が対象

111件

「公租公課滞納」倒産

2023年1-11月

1-12月

1.5倍
前年比

公租公課の滞納が原因となった2023年の主な倒産

[出典] 帝国データバンク「倒産速報」

ガイア
コロナ禍で社会保険料の納付を猶予され
ていたが、資金繰り悪化から支払いに窮し
た末、申請直前に差し押さえ処分を受けた

パチンコホール経営

10月民事再生法

永山 コロナ禍で社会保険料の猶予措置を受け
ていたが、支払いが順次再開。滞納額は7
億円に上り、支払い負担が重たいなか、当
局による差し押さえ予告通知を受け、事業
継続を断念した

韓国食材スーパー経営

10月破産

冨士印刷
消費税や社会保険料など公租公課の滞納
額が1億5000万円超に増加。円安などで
仕入れ価格が高騰し、資金繰りのひっ迫も
重なり、事業継続が困難となった

カタログなど印刷

3月破産
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 日本年金機構によると、厚生年金保険を含む社会保険料を滞納している事業所は、22 年度末時

点で 14万 811事業所に上り、適用事業所全体に占める割合は 5.2％を占めた。前年度に比べて滞

納事業所数は減少したものの、依然として多くの企業が納付に苦慮する状態が続いている。 

 社会保険料や各種税金の納付は、社会保障制度を維持・継続するために企業が公平に負う義務

であり、差し押さえ等で事業継続に行き詰まる企業の増加を年金事務所等の責めに帰すことはで

きない。ただ、足元の円安や資源高による物価高などの影響も重なり、社会保険料の支払い催促

に対して弁済可能な資金を有する中小企業は決して多くない。社保や税金滞納分の支払い見込み

が立たず、事業継続を断念するケースは今後さらに増えていくことが予想される。 

「社保」「税金」滞納で倒産、急増 
23年は 111件、過去最多に 
コロナ禍の「納付猶予」期限切れ後に破綻相次ぐ 

[注] 「公租公課滞納」倒産 [定義] 
消費税や固定資産税などの各種「税金（公租・租税）」、厚生年金保険や健康保険などの「社会保険料（公課）」につ
いて納付ができない、または滞納状態が続いたことで自社の資産等を差し押さえられ経営に行き詰まった企業の倒産 

「公租公課滞納」倒産 件数推移 
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[注] 日本年金機構「業務実績報告書」（各年）

（万）

（年度）

公租公課滞納倒産

272社

（2020～23年）

68件
「サービス業」

（25.0％）

47件

「運輸・通信業」

（17.3％）

47件

「建設業」

（17.3％）

42件

「製造業」

（15.4％）

３２件

「小売業」

（11.8％）

その他
滞納事業所数

差押執行
事業所数

適用事業所に占める
滞納事業所の割合

社会保険料・税金などの「公租公課滞納」倒産が急増 2023年は 111件、年間最多に 

 社会保険料や税金など「公租公課」の滞納が要因となった企業の倒産が増加している。多額に

上る公租公課の滞納や延滞金の未納により、自社の預金口座や土地など資産を差し押さえられ、

経営に行き詰まった「公租公課滞納」倒産は、2020年から 23年の 4年間で 272件判明した。この

うち、23年 1-11月における発生は 111件となり、全体の約 4割を占めた。22年通年の 74件から

1.5倍に増加したほか、支払いが猶予されていたコロナ禍の 20年（35件）からは 3倍超に増えた。

滞納した公租公課の区分では、特に企業業績が赤字であっても毎月支払う義務が生じる、厚生年

金保険などの社会保険料の滞納が原因となったケースが目立った。 

 公租公課のうち、特に企業にとって負担の重い社会保険料は最長 3 年にわたる納付猶予措置が

設けられ、企業の資金繰りを支えてきた。ただ、ポストコロナに向けて企業活動が正常化するな

かで特例措置も順次縮小、年金事務所による厚生年金保険料などの差し押さえ件数は 22 年度に 2

万 7784事業所と、前年度の 4倍に達し、社会保険料などの滞納者に対する差し押さえ処分が本格

化している。そのため、コロナ禍で猶予された社会保険料の納付ができず、法的整理直前に差し

押さえ処分を受けたパチンコホール大手「ガイア」や、業績不振のなかで消費税と社会保険料の

支払いに窮した、韓国食材スーパーや免税店運営の「永山」など、猶予期間中に業績を立て直す

ことができなかった企業の倒産が相次いだ。 

 2020～23 年間に発生した「公租公課滞納」倒産 272件を業種別にみると、最も多いのは「サー

ビス業」の 68件で、特にソフトウェア開発などの業種で多く発生した。トラック運送などの「運

輸・通信業」や「建設業」（47件）、「製造業」（42件）なども 40件を上回る水準だった。 

 態様別では、ほとんどのケースで破産など「清算型」の倒産が多かった。累計 272件のうち、

清算型の倒産が263件・96.7％を占め、再生型の倒産では民事再生法など 9件にとどまった。 

「公租公課滞納」倒産 業種別件数 社会保険料の滞納事業者数 推移 
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［注］負債1000万円以上の法的整理が対象
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最多件数更新

2023年1-11月

（年）

年代別 2018 2019 2020 2021 2022 2023年 ２２年比
（１年前）

３０代未満 94.1 91.9 92.7 91.2 89.3 85.3 △4.0pt

３０代 92.7 91.2 91.1 89.1 86.3 82.9 △3.4pt

４０代 88.2 85.8 84.5 83.2 79.3 75.1 △4.2pt

５０代 74.8 71.6 69.4 70.2 65.7 60.0 △5.7pt

６０代 52.3 49.5 48.2 47.4 42.6 37.7 △4.9pt

７０代 42.0 39.9 38.6 37.0 33.1 29.8 △3.3pt

８０代以上 33.2 31.8 31.8 29.4 26.7 23.4 △3.3pt

全国平均 66.4 65.2 65.1 61.5 57.2 53.9 △3.3pt

単位：％

[出所] 「全国『後継者不在率」』動向調査（2023年）」（帝国データバンク）

  

後継者不在のため事業継続の見込みが立たず倒産した「後継者難倒産」は、2023 年 11 月に 46

件発生した。1-11月の累計件数は 509件となり、12月を残して年間の最多件数を更新、初の 500

件超えとなった。主因別にみると、厳しい経営状況が続き後継者が事業を継ぐことをためらい、

倒産に至った「販売不振」（269件）が大半を占めた。また、「経営者の病気、死亡」（210件）によ

り経営者が不在になる、または後継者が継いだものの事業継続が困難になったケースも目立った。 

 帝国データバンクが算出した 2023年の「後継者不在率」は 53.9％と、前年の水準を 6年連続で

下回るなど、「後継者問題」は改善傾向が続いている。その一方で、事業承継「適齢期」とされる

60歳代の代表者の後継者不在率は 37.7％、70歳代も約 3割で後継者が決まっていない。代表者の

高齢化が進むにつれ、病気や死亡により事業継続がままならなくなるほか、「後継者育成」が頓挫

し、承継完了が間に合わずに事業継続を断念するリスクは高まってきている。後継者が不在のな

か、十分に業績が改善しないままゼロゼロ融資の返済や各種コスト負担などに追われる企業を中

心に、後継者難倒産は今後も増加する可能性が高い。 
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「後継者難倒産」、初の 500 件超え 

不在率は改善も、経営者の高齢化リスクはなお続く 

後継者難倒産[定義]＝法的整理（倒産）となった企業のうち、後継者不在のため事業継続の見込みが立たなくなったこと
が要因となった倒産を集計 

後継者難倒産 件数推移 年代別 後継者不在率推移 
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